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令和７年７月 31 日 

関係各位 

 

一般社団法人長野県ＬＰガス協会 

会長 宮川 浩 

長野県ＬＰガス価格高騰対策事業支援金（第４弾）について 

 

既に報道等でご案内の通り、長野県ＬＰガス価格高騰対策事業（ 第４弾）につ

いては、長野県令和７年度６月補正予算に盛り込まれ、第３弾と同様、 一社）

長野県ＬＰガス協会が補助事業者として標記事業を実施することとなりました

のでお知らせいたします。 

つきましては、第３弾と同様、会員事業者をはじめ関係各位のご理解とご協力

を何とぞよろしくお願い申し上げます。 

記 

１. 第４弾実施内容 

 １）値引きの方法 

令和７年９月の請求額から上限 1,000 円（税抜き）の値引きを原則としま

す。やむを得ず、９月に上限額までの値引きを行えなかった場合は、10 月で

の値引きも可としますが、９月、10 月で値引き額の合計は上限 1,000 円 税

抜き）となるようにしてください。詳細は手引きをご確認ください。 

 ２）値引き対象 

令和７年７月１日から同年９月 30 日までの間の請求額が 1,000 円 税抜

き）以上である一般消費者等（ 工業用及び質量販売先の消費者は値引き対象

外） 

 ３）ＬＰガス販売事業者に対して支払う事務手数料 

・1 販売店あたり値引きした一般消費者等の数×100 円 ただし上限は 20 万

円とする） 

・複数販売店をもつ販売事業者においては、1販売事業者あたり上限を 100 万

円とする 

２. 留意事項                

 １）第３弾との相違点 

対象時期と値引き時期が一致する９月は、請求額（検針）が 1,000 円（税

抜き）以上であれば、補助の対象と判断できますので、９月で 1,000 円（税

抜き）の値引きを行ってください。 

なお、９月の請求額（検針）が 1,000 円（税抜き）に満たない場合には、



７月から９月の合計をご確認いただき、1,000 円（税抜き）以上の場合には、

９月で値引きを行ってください。 

 ２）値引き対象区分 

基本料金・従量料金が値引きの対象料金とします（ 設備料金（ リース料金

等）は対象外）。 

 ３）三部料金制の徹底について 

令和７年４月２日の法改正により、三部料金制の徹底が義務付けられま

した。それにより、請求書上では三部料金（基本料金・従量料金・設備料金）

を並べて記載することが必要となりましたので、請求書はそれに適合した

ものにしてください。また、証憑類として請求書以外を提出する場合にも、

値引き対象となる経費の確認のため三部料金を記載の上、提出してくださ

い。 

なお、本事業は長野県の補助金を活用していることから、請求書を含め、

提出された書類は長野県が調査・確認することがあります。 

 ４）交付申請の単位 

交付申請の単位は、販売事業者とします。ただし、複数販売店をもつ販売

事業者においては、実績報告 値引きを行なった消費者一覧）の明細は販売

店単位とします。 

３. 手続きの流れ 販売事業者事務フロー）及び概算スケジュール 

① 交付申請書登録内容確認書、及び 第４弾）交付申請書の提出 

⇒令和７年８月４日 月）～８月 31 日 日） 

② 実績報告書兼精算払請求書の提出 

⇒事業完了から起算して３０日以内または令和７年 11 月 14 日のいずれ

か早い日 

③ 値引きの事実確認書類 証憑類）の提出 

⇒事務局より提出依頼後 

④ 支援金確定通知・支援金の受領 

⇒審査完了後 

以上 


